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■
行
政
評
価
に
つ
い
て

行
政
評
価
っ
て
ど

ん
な
こ
と
？

行
政
評
価
と
は
、

町
が
行
う
仕
事
に

問
題
が
な
い
か
を

点
検
し
、
改
善
に
つ
な
げ

て
い
く
仕
組
み
の
こ
と
で
、

既
に
全
国
的
に
も
多
く
の

自
治
体
で
取
り
組
ま
れ
て

い
ま
す
。町

の
財
政
が
厳
し

い
か
ら
、
行
政
評

価
に
取
り
組
ん
で

い
る
の
？町

の
財
政
状
況
が

厳
し
い
の
は
間
違

い
あ
り
ま
せ
ん
。

財
政
の
健
全
化
に
向
け
、

町
の
仕
事
を
効
率
的
に
行

う
こ
と
は
言
う
ま
で
も
な

く
必
要
で
、
行
政
評
価
に

取
り
組
む
一
つ
の
理
由
と

し
て
財
政
問
題
が
あ
る
こ

と
は
確
か
で
す
。

　

し
か
し
、
そ
れ
だ
け
が

理
由
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

最
近
、「
地
方
分
権
」
と
い

う
言
葉
が
よ
く
使
わ
れ
ま

す
が
、
こ
の
地
方
分
権
と

は
、
国
か
ら
地
方
へ
権
限

や
財
源
を
移
す
こ
と
で
、

地
域
の
実
情
や
ニ
ー
ズ
に

応
じ
て
、
自
治
体
自
ら
の

判
断
で
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
し
て
い
く
こ
と
で
す
。

　

こ
の
地
方
分
権
を
実
践

す
る
た
め
に
は
、「
何
が
地

域
に
必
要
な
サ
ー
ビ
ス
な

の
か
」、「
今
の
や
り
方
で

問
題
が
な
い
の
か
」
と
い
っ

た
こ
と
を
自
ら
点
検
し
、

問
題
が
あ
れ
ば
改
善
し
て

い
か
な
け
れ
ば
い
け
ま
せ

ん
。
そ
の
た
め
、
町
で
は

平
成
19
年
度
か
ら
行
政
評

価
の
取
り
組
み
を
開
始
し
、

平
成
21
年
度
に
は
、
初
め

て
外
部
評
価
を
導
入
し
ま

し
た
。

■
外
部
評
価
に
つ
い
て

外
部
評
価
っ
て
ど

ん
な
こ
と
を
し
た

の
？

外
部
評
価
の
会
議

は
、
一
般
公
開
を

原
則
に
、
平
成
21

年
11
月
か
ら
平
成
22
年
１

月
に
か
け
て
５
回
開
催
し

ま
し
た
。
外
部
評
価
委
員

は
、
外
部
の
専
門
家
、
各

種
団
体
の
推
薦
者
、
住
民

公
募
委
員
の
７
人
の
皆
さ

ん
で
す
（
左
表
）。

　

会
議
で
は
、
１
事
業
約

30
分
を
目
安
に
、
①
担
当

課
か
ら
の
事
業
説
明
、
②

事
業
に
対
す
る
質
疑
・
応

答
、
③
評
議
・
評
価
と
い

う
流
れ
で
作
業
を
行
い
ま

し
た
。

外
部
評
価
で
、
ど

ん
な
事
業
を
評
価

し
た
の
？

町
が
行
っ
て
い
る

事
務
や
事
業
は
全

部
で
約
400
事
業
あ

り
、
そ
の
う
ち
、
外
部
評

価
で
は
21
事
業
を
対
象
に

し
ま
し
た
。

　

そ
の
21
事
業
の
う
ち
、

11
事
業
は
、
平
成
21
年
８

町
で
は
、行
政
の
仕
事
を
改
善
し
、限
り
あ
る
財
源
を
よ
り
効
果
的
に
使
っ
て
い
く
た
め
、

平
成
19
年
度
か
ら
行
政
評
価
の
取
り
組
み
を
開
始
し
、
平
成
21
年
度
に
は
行
政
外
部
の

委
員
が
評
価
す
る
外
部
評
価
を
導
入
し
ま
し
た
。
今
回
は
、外
部
評
価
の
内
容
を
中
心
に
、

平
成
21
年
度
の
行
政
評
価
の
取
り
組
み
を
Ｑ
＆
Ａ
で
紹
介
し
ま
す
。

町
の
仕
事
を
総
点
検
!!

No 事業名
（総費用） 事業の目的

外部評価の結果 町の方針
評価 説　明 方針 説　明

1

ホームページ
事業
（536万円）

インターネットを通じ
て町政情報をリアルタ
イムに提供する。

手法改善

維持管理コストを縮小
すべき。また、魅力の
あるホームページにな
るよう質の向上に努め
ること。 手法改善

電算システムの更新に合わ
せて、維持管理費を削減で
きるシステムを導入する。
また、有料広告、例規集の
掲載などを検討する。

2

リサイクル
活動団体支援
事業
（353万円）

ゴミの減量化とリサイ
クルによる資源の有効
活用を行うため、資源
回収物に奨励金を交付
する。 手法改善

対象団体の範囲や料金
単価の設定を見直すべ
き。なお、将来的には
廃止を検討すべき。

手法改善

集団回収によるリサイク
ルの推進は必要だが、活
動団体の実態調査を行
い、事業の改善に努める。

3

食と農
理解促進事業
（52万円）

農作業体験などを通じ
て、子どもたちに地元
農産物や食に対して理
解を深めてもらう。　

手法改善

類似事業などと連携
し、事務合理化に努め
るべき。また、全小学
校を対象に取り組むべ
き。 手法改善

町内小学校 6 校中、3 校
しか取り組めていないた
め、多くの児童を対象に
できるよう、学校と協力
しながら実施する。

■表 外部評価の結果と町の方針（全 21 事業）

№ 事業名
（総費用） 事業の目的

外部評価の結果 町の方針
評価 説　明 方針 説　明

○

広報紙事業
（○○○万円）

町の話題や最新情報を
分かりやすく伝えるた
め、毎月 1 回、「広報く
らて」を発行する。

手法改善

町政情報を集約した紙
ベースの唯一の情報伝
達の手段なので必要だ
が、有料広告のスペー
スを増やすべき。 手法改善

有料広告スペースを多く
する。また、分かりやす
く、魅力のある紙面づく
りに今後も努めていく。

表の見方（サンプル）

限
り
あ
る
財
源
を
効
果
的
に
使
っ
て
い
く
た
め
に

事務や事業の名称と、この事業に
使った平成 20 年度の総費用（コ
スト）です。総費用には、職員の

人件費の試算額も含んでいます。

外部評価の結果の概要です。
評価は、「現状維持、手法改善、
コスト拡大、コスト縮小、統合、

休廃止」の６つ中から外部評価委員
がそれぞれ判断し、最終的に評価を
一つにまとめました。

「町の方針」は、外部評価の
結果を受けて、町が決定した
今後の取り組みの方針です。

町の計画や予算に反映すること
にしています。
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月
に
実
施
し
た
「
行
政
評

価
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
」（
調
査
結
果
は
５

ペ
ー
ジ
参
照
）
で
町
民
の

皆
さ
ん
の
意
向
を
把
握
し

た
事
業
で
す
。
主
な
も
の

は
、
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー

福
祉
棟
運
営
事
業
、
町
民

体
育
祭
事
業
、
産
業
ま
つ

り
事
業
な
ど
で
す
。

　

残
り
の
10
事
業
は
、
町

が
自
主
的
に
行
っ
て
い
る

事
業
を
中
心
に
、
外
部
評

価
委
員
が
選
ん
だ
事
業
で

す
。
主
な
も
の
は
、
総
合

プ
ー
ル
管
理
運
営
事
務
、

人
権
問
題
地
区
懇
談
会
事

業
、
町
職
員
研
修
事
務
な

ど
で
す
。外

部
評
価
の
評
価

結
果
は
？

外
部
評
価
の
結
果

は
、
下
の
表
の
「
外

部
評
価
の
結
果
」
に
掲
載

し
て
い
ま
す
の
で
ご
覧
く

だ
さ
い
。

　

評
価
に
当
た
っ
て
は
、 

①
現
状
維
持
（
現
状
の
ま

ま
実
施
す
る
）

②
手
法
改
善
（
事
務
の
や

り
方
を
改
善
し
て
、
事
業

効
果
を
高
め
る
な
ど
）

③
コ
ス
ト
拡
大
（
コ
ス
ト

を
増
や
し
、
事
業
効
果
を

さ
ら
に
高
め
る
な
ど
）

④
コ
ス
ト
縮
小
（
コ
ス
ト

を
減
ら
し
、
事
業
規
模
を

縮
小
す
る
な
ど
）

⑤
統
合
（
他
の
事
業
と
統

合
し
、
事
業
の
相
乗
効
果

を
高
め
る
な
ど
）

⑥
休
廃
止
（
事
業
を
休
止

ま
た
は
、
廃
止
す
る
）

　

以
上
の
６
つ
の
中
か
ら

外
部
評
価
委
員
が
そ
れ
ぞ
れ

判
断
し
、
最
終
的
に
評
価
を

一
つ
に
ま
と
め
ま
し
た
。

№ 事業名
（総費用） 事業の目的

外部評価の結果 町の方針
評価 説　明 方針 説　明

4

ふれあい
フェスタ
（469万円）

健康と福祉の大切さを
考える機会の場（イベ
ント）を開催する。

コスト縮小

集客にこだわらず本来
の事業目的を重視すべ
き。また、他のイベン
トと統合して実施すべ
き。 コスト縮小

景品や委託料を見直しコ
ストを削減する。また、
産業まつりとの同時開催
を検討する。

5

総合福祉セン
ター運営事業
（福祉棟）
（5,314万円）

心 身 と も に リ フ レ ッ
シュできる憩いの場と
して、入浴施設を併設
した施設を運営する。

コスト縮小

コストの削減に努め、ま
た、PR 活動も積極的に
行うべき。なお、長期
的には施設のあり方を
廃止を含め検討すべき。 コスト縮小

指定管理者と連携して業
務を細かく点検しコスト
の削減に努める。また、
PR 活動を積極的に行い、
利用者の増加に努める。

6

図書室管理
運営事務
（258万円）

図書の閲覧や貸出を通
じて、学習の機会を充
実させる。

コスト縮小

新規図書の購入内容や
貸出業務を見直し、人
件費を含め大幅にコス
トを削減すべき。

コスト縮小

子ども向けの児童図書の
整備を重点的に行う。ま
た、貸出業務にかかる管
理コストを見直し、コス
トを削減する。

7

情報通信技術
講習事業
（IT 講習）
（129万円）

パソコンの基本的な技
術を習得する講習会を
開催する。

休廃止

パソコン講座は民間で
もある。また、事業の
当初の目的は達成され
たと判断するので廃止
すべき。 コスト縮小

継続して実施するが、講
習回数を半減させコスト
を削減する。将来的には
公民館サークルなどの自
主運営に切り替える。

8

町民体育祭
事業
（549万円）

スポーツを通じて住民
のふれあい・交流を促
進するため、町民体育
祭を開催する。

手法改善

住民主導へ転換するた
め、住民ボランティ
アを募り、行政は必要
最低限の支援を行うべ
き。 手法改善

住民のコミュニティ意識
の醸成には必要である
が、プログラムの変更に
ついては今後も検討して
いく。

9

中央公民館
長谷別館管理
運営事業
（190万円）

住民の文化や教養の活
動を促進するため、公
民館（長谷別館）を運
営する。

休廃止

できる限り経費をかけ
ない方法で、撤去し、
早期に廃止すべき。

休廃止

地元住民との調整や財産
処分の手続きに時間はか
かるが、廃止の方向で検
討する。

■表のつづき

■行政評価外部評価委員会名簿
（敬称略）

選出
区分 役職 氏名 所属団体等

学識
経験 委員長 松 尾 潤 一 有限責任監査法人

トーマツ福岡事務所

団体
推薦

職務
代理 藤 井 睦 彦 区長会

委員 堀 角 泰 正 商工会（青年部）

委員 五百路恵美子 行財政改革
推進委員会

委員 中 西 由 紀 子 企業関係

公募
委員

委員 栗 田 和 廣

委員 小 松 原 正 春



外
部
評
価
で
「
休

廃
止
」
と
さ
れ
た

事
業
は
、
本
当
に

や
め
る
の
？

外
部
評
価
の
結
果

が
最
終
決
定
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
外
部

評
価
の
結
果
や
意
見
を
参

考
に
し
な
が
ら
、
町
が
検

討
し
、
最
終
的
な
取
り
組

み
の
方
針
を
決
定
し
ま
し

た
。
そ
の
内
容
を
下
の
表

「
町
の
方
針
」
に
掲
載
し
て

い
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ
さ

い
。

会
議
で
は
、
ど
ん

な
質
問
や
意
見
が

あ
っ
た
の
か
知
り

た
い
が
？会

議
で
多
か
っ
た

質
問
や
意
見
は
、

事
業
の
目
的
や
お

金
の
使
い
道
、
さ
ら
に
は
、

職
員
の
事
務
の
内
容
に
つ

い
て
で
す
。

　

具
体
的
に
は
、「
事
業
の

目
的
が
不
明
確
で
、
何
の

た
め
に
や
っ
て
い
る
か
分

か
ら
な
い
」、「
改
善
し
よ

う
と
す
る
姿
勢
が
感
じ
ら

れ
な
い
」、「
事
務
を
合
理

化
す
れ
ば
人
件
費
の
削
減

も
可
能
で
は
な
い
か
」
と

い
っ
た
内
容
で
、
町
に
と
っ

て
は
厳
し
い
も
の
で
し
た
。

　

し
か
し
、
こ
の
よ
う
な

厳
し
い
意
見
は
、
町
の
事

業
の
こ
と
を
真
剣
に
考
え

て
い
た
だ
い
て
い
る
か
ら

だ
と
思
い
ま
す
。
そ
の
た

め
、
町
は
、
こ
の
よ
う
な

外
部
評
価
委
員
の
意
見
を

重
く
受
け
止
め
、
事
業
の

有
効
性
や
効
率
性
の
向
上

に
つ
な
げ
る
と
と
も
に
、

職
員
の
意
識
改
革
を
進
め

る
こ
と
が
重
要
だ
と
考
え

て
い
ま
す
。

外
部
評
価
の
詳
し

い
内
容
が
知
り
た

い
が
、
ど
こ
で
見

れ
る
の
？外

部
評
価
の
詳
し

い
内
容
は
、
町
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

役
場
企
画
財
政
課
で
閲
覧

す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

是
非
ご
覧
く
だ
さ
い
。

■
そ
の
他下

の
表
の
「
総
費

用
」
に
は
職
員
の

人
件
費
を
含
ん
で

い
る
け
ど
、
な
ぜ
含
ん
で

い
る
の
？事

業
を
実
施
す
る

た
め
に
は
、
職
員

が
仕
事
を
す
る
こ

と
が
必
要
で
、
そ
こ
で
人

件
費
が
発
生
し
ま
す
が
、

町
の
総
予
算
の
う
ち
、
人

件
費
の
占
め
る
割
合
は
少

な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

　

そ
の
た
め
、
町
の
行
政

評
価
で
は
、
人
件
費
を
含

め
た
総
費
用
（
コ
ス
ト
）

を
評
価
の
「
も
の
さ
し
」

と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
こ

れ
ま
で
コ
ス
ト
を
余
り
か

け
て
い
な
い
と
思
っ
て
い

た
町
民
体
育
祭
や
ふ
れ
あ

い
フ
ェ
ス
タ
な
ど
の
イ
ベ

ン
ト
系
の
事
業
で
も
、
人

件
費
を
含
め
る
と
多
く
の

コ
ス
ト
が
必
要
だ
と
分
か

り
ま
し
た
。

　

休
日
の
イ
ベ
ン
ト
な
ど

の
勤
務
は
、
原
則
、
勤
務

日
の
振
り
替
え
で
対
応
し

て
い
ま
す
が
、
通
常
業
務

へ
の
影
響
な
ど
を
考
え
る

こ
と
も
必
要
に
な
り
ま
す
。

◆◆　問い合わせ　◆◆
役場企画財政課政策財政班
TEL 42 － 2111( 内線 342)
行政評価の内容は町ホームページでも
閲覧することができます。

検索
http://www.town.kurate.fukuoka.jp

2010.４−４

№ 事業名
（総費用） 事業の目的

外部評価の結果 町の方針
評価 説　明 方針 説　明

10

大谷自然公園
管理運営事務
（668万円）

大自然の中で、野外活
動やレクリエーション
など、学習体験活動が
できる場を提供する。

手法改善

新しい施設で廃止は難
しいが、PR 活動の充
実や利用者の増加に努
めるべき。

手法改善

利用者の増加につながる
よう、積極的に PR 活動
を行う。また、利用者の
要望を反映した施設運営
に努める。

11

産業まつり
事業
（353万円）

町の産業の振興や地域
の活性化に向けてにぎ
わいのあるイベントを
開催する。

手法改善

さらに、にぎわいのあ
るイベントになるよ
う、町内企業への働き
かけなどに取り組むべ
き。 手法改善

他のイベントとの同時開
催や、町内企業への働き
かけなどを検討する。

12

教材備品整備
事務
（1,540万円）

学校の授業で必要な教
材や備品を購入し、子
どもたちの教育環境を
充実させる。

コスト縮小

備品の使用状況や耐用
年数を台帳で適切に管
理すればコストを削減
できるはず。また、業
務内容を見直すべき。 コスト縮小

備品の使用状況や劣化状
況を効率的に点検するた
め備品台帳を改善する。ま
た、学校間での相互利用を
進めコストを削減する。

13

保育所・幼稚
園学用品費補
助金事務
（244万円）

保育所児童と幼稚園児
の就学前の教育の充実
や保護者の経済負担を
軽減するため、学用品
費を補助する。 現状維持

財政的に可能であれ
ば、もっとお金を使う
べきだが、財政事情が
厳しいため現状のまま
実施すべき。 現状維持

今後も継続して実施す
る。また、若年層の定住
促進に向け、総合的な子
育て施策について検討す
る。

14

総合プール
管理運営事務
（234万円）

水泳を通じて、住民の
健康増進につなげるた
め、町営のプールを運
営する。

休廃止

楽しみにしている利用
者はいると思うが、25m
の競泳プールが漏水で使
用できない状況などを考
慮すると廃止すべき。 現状維持

多くの子どもたちが利用
している現状を踏まえる
と、子どもたちの遊び場
の確保は必要であり、今
後も継続して実施する。

15

人権問題
地区懇談会
事業
（199万円）

人権について正しい知
識 と 認 識 を 深 め る た
め、人権問題地区懇談
会を開催する。

手法改善

参加者の固定化や講演
会方式では有効とはい
えないので実施方法を
改善すべき。また事務
を合理化すべき。 手法改善

地域主導型で取り組んでい
るが、参加者の固定化と
いった課題があるので、地
域と行政が一体となって有
効な実施方法を検討する。

■表のつづき
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№ 事業名
（総費用） 事業の目的

外部評価の結果 町の方針
評価 説　明 方針 説　明

16

敬老の日事業
（429万円）

敬老の日に合わせて高
齢者の皆さんを敬い、
長寿を祝うため、70 歳
以上の人にお弁当代と
記念品を支給する。 コスト縮小

事務の合理化や記念品
のタオルの支給の是非
について検討し、コス
トを削減すべき。

コスト縮小

高齢者を敬い長寿を祝う
ため、今後も継続して実
施するが、記念品のタオ
ルについては経費を削減
する方向で検討する。

17

資料館企画展
開催事業
（338万円）

地域の歴史の継承や文
化財保護を普及させて
いくため、企画展を開
催し収蔵資料を公開す
る。 手法改善

文化施策は費用対効果
だけで判断できない
が、総費用のうち、人
件費を多く使っている
ので見直すべき。 手法改善

来館者も多く、今後も資
料館の重要な事業として
実施するが、コスト削減
につながるような実施方
法を検討する。

18

総合福祉セン
ター運営事業
（管理・保健棟）
（1,454万円）

住民の健康増進につな
がるよう、保健事業な
どを推進するための施
設を運営する。

手法改善

利用者の増加に努め、
施設を有効活用すべき。
また、施設内の健康器
具（自転車）は他の施
設にもあり見直すべき。 手法改善

PR 活 動 を 積 極 的 に 行
い、施設の有効利用に努
める。また、施設内の健
康器具（自転車）は、見
直す方向で検討する。

19

総合福祉セン
ター運営事業
（ふれあい棟）
（1,322万円）

住民や町内勤労者の健
康 増 進 に つ な が る よ
う、スポーツやトレー
ニングができる施設を
運営する。 コスト縮小

トレーニングルームは、
事業のあり方を検討し、
コストを削減すべき。
また、施設の料金設定
について検討すべき。 手法改善

指定管理者と連携して業
務を細かく点検しコスト
の削減に努める。また、
PR活動を積極的に行い、
利用者の増加に努める。

20

町営住宅維持
事業
（2,171万円）

町営住宅の安全性や居
住 水 準 を 確 保 す る た
め、必要に応じて家屋
の補修を行う。

現状維持

町営住宅を維持してい
くための事業は必要で
あり、現状のまま実施
すべき。

現状維持

安全性や居住水準を確保
するためには、維持補修
は必要であるため、今後
も継続して実施する。

21

町職員研修
事務
（142万円）

職員としての知識や業
務の処理能力を向上さ
せるため、職員を対象
に研修を実施する。

手法改善

職員一人ひとりの意識改
革につながるような研修
を実施すべき。また、民
間企業で行われている研
修なども導入すべき。 手法改善

グループ研修や職場内研修
（OJT）、さらには、自主研
究グループなど、職員の意
識改革につながるような研
修方法を導入していく。

■表のつづき

■主要事業の評価 単位（％）
　

町
民
の
多
く
の
人
の

意
見
を
今
後
の
行
政
運

営
や
行
政
評
価
に
反
映

す
る
た
め
、
平
成
21
年

８
月
に
町
内
の
20
歳
以

上
の
千
人
を
無
作
為
に

選
び
、
郵
送
に
よ
る
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

し
ま
し
た
。
そ
の
結
果

の
一
部
を
ご
紹
介
し
ま

す
。

　

な
お
、
調
査
報
告
書

は
町
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

ま
た
は
、
町
企
画
財
政

課
で
閲
覧
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

○
回
答
率　

約
30
％

○
回
答
者
の
性
別

・
男
性　

約
43
％

・
女
性　

約
56
％

○
回
答
者
の
年
齢

・
20
～
30
代　

約
23
％

・
40
～
50
代　

約
38
％

・
60
代
以
上　

約
37
％

○
設
問
の
内
容

(1)
行
政
施
策
の
満
足
度

　

と
重
要
度

(2)
主
要
事
業
の
評
価

　

※
結
果
は
左
表
参
照

(3)
公
共
バ
ス
事
業

№ 事務事業名 現状
維持

やり方
を工夫

もっと
充実

コスト
抑制

見直し
（廃止含む）無回答

1 ホームページ事業 21.9 15.0 11.4 35.6 8.5 7.5

2 リサイクル活動
団体支援事業 42.5 20.9 16.0 11.4 4.2 4.9

3 食と農
理解促進事業 56.2 14.1 20.9 2.3 2.3 4.2

4 ふれあいフェスタ 22.9 20.9 4.2 30.1 12.4 9.5

5 総合福祉センター
運営事業（福祉棟）26.8 25.8 7.5 24.5 6.5 8.8

6 図書室
管理運営事業 33.7 21.6 22.5 12.4 4.2 5.6

7 情報通信技術講習
事業（IT 講習） 35.0 19.0 16.0 9.8 14.1 6.2

8 町民体育祭事業 11.4 20.3 4.2 15.0 43.8 5.2

9 中央公民館長谷
別館管理運営事業 22.9 23.2 5.2 5.9 33.7 9.2

10 大谷自然公園管理運営事業 19.3 23.5 9.8 17.3 20.3 9.8

11 産業まつり事業 27.1 27.1 13.1 14.1 11.1 7.5

※アンケート調査を行った 11事業については、外部評価の対象としました。

行
政
評
価
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査

調
査
結
果
の
概
要


